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査読論文

経営企画部門の機能と役割
 

那　須　耕　三＊

要　旨
　企業経営においては，経営理念に基づき，経営戦略が策定され実行されていく。
ここでは，経営戦略がどのようにして策定され，実行されていくのかに関して重要
な組織である経営企画部門の機能と役割を検討する。現在では，経営企画部門の機
能と役割は経営管理として確立されているが，その本質的特徴を理解するため，近
代的な企業経営が要請された戦後にさかのぼり，先行研究を踏まえて経営企画部門
の役割と機能について検討を行う。次に，経営企画部門の機能と役割がいかなるも
のであるのかについて。現実を敷衍した検討を行う。
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1．はじめに

　昨今，我々の生活や企業をとりまく環境の変化が著しい。「経済の最大リスクは政治である」

とまで言われる1）。欧州連合からの英国の離脱，南シナ海で中国の主権を否定した仲裁裁判所

の採決，IS（イスラム国）による中東のみならず世界各地でのテロ，トルコでの軍の反乱など

＊ 立命館大学院経営管理研究科 2009年修了。
　株式会社たけでん取締役兼専務執行役員。

1）「世界経済の最大リスクは政治だ。経済はグローバル化するのに，政治は孤立主義に向かっている」（経済同
友会小林喜光代表幹事），「世界に孤立主義が広がれば，最も損をするのは島国の日本」（丸紅浅田照男会長）
と，2016年 7月 14日～ 15日に長野県軽井沢町で開催された経済同友会夏季セミナーで経営者らが相次いで
発言している。経済は，世界的に起こる事件や事故などの政治リスクとは無縁ではなく，昨今は最大リスク
とまでになっていることを経営者は確認している。



28 立命館ビジネスジャーナル（Vol. 11）

世界的な治安の悪化と国際関係の不安定化，政治的な事象が各国の経済に大きく影響を与え

る。経済的には金利，為替，貿易，投資にその影響はすぐさま現れ，各国の総生産，財政状況

に深刻な状況をもたらしている。加えて人口動態の変化や気象変動や温暖化など地球環境の変

化，また新技術や新素材などの開発による科学技術の環境要因も企業活動に対して大きな対応

を迫ることになっている。

　このように環境の変化が目まぐるしいことから，企業の方向性や舵取りが一層重要視されて

いる。そして，その企業の将来の方向性を担うのは経営者自らであり，サポートする経営企画

部門である。この重責を担う経営企画部門は，将来の企業の姿を先見し，企業のビジョンや方

針を策定する非常に重要な判断が求められる。この経営企画部門について論じていきたい。

　企業の経営者は，自身の理念実現のために経営者のビジョンを明確化し，事業を定義した経

営戦略を立案して事業戦略に落とし成果の最大化をはかる。事業戦略は機能戦略にさらに細分

化されて実行されていく。目まぐるしい環境の変化の中にあって，企業環境を把握しまた判断

し，企業経営の進むべき方向性を誤ってはならない。

　一般的な企業は戦略実現のため，社内外に対して円滑に事業が実行できるように，企業組織

の機能として経営企画部門を設置する。ではそもそも経営企画部門とは，どのような変遷を経

て現在の経営企画部門になったのか。まず，経営企画部門についての先行研究を検討し，次い

で経営企画部門の役割と機能について提示する。

2．経営企画部門とは何か

　経営企画部門は，第二次世界大戦後，日本における企業の成長を背景に徐々に整備され，こ

の部門に関する研究もおこなわれてきた。それは当初コントローラー部と呼ばれ，米国の企業

組織，機能を参考にもたらせた組織概念であり，江村（1952，1953），高宮（1960b）の研究に

よると，当時の時代背景として企業は経済の成長に呼応した計画的な設備投資とその管理が必

要となり，近代的な企業内部統制組織が必要となったことから，企業組織としてコントロー

ラー部の設置が求められた。

　経営企画部門は企業の一部門であるが，この部門を担っているのは，経営者あるいは経営者

層ではなく，社員である。しかしながら，経営者的な思考展開ができなければ成り立たない部

門でもある。経営企画部門とは何なのか見ていきたい。

2.1．経営企画部門の定義

　八田（2015）では，経営企画とは「組織ビジョンに基づいた経営目標の達成および持続可能

な価値創造モデルを構築するため，社外を含めたリソースの最適運用により，ハード（戦略）

にソフト（組織風土）および仕組みを合わせた支援的管理を行う活動である。また，将来の道



29経営企画部門の機能と役割（那須）

筋を描く参謀機能に加え，必要によっては修正機能を持つ事がその存在意義である」2）と定義

されている。このように，企業組織の中で特殊な位置づけにある。すなわち，直接の事業部門

でもなく，統制のみの部門でもなく，また，一次的な達成目標も持たない。直接部門でもなく

管理サポートを担う間接部門でもない。まさに「経営者は設計士であり，経営企画部は実行レ

ベルに落とし込ませる手引書を作成し，社内に指示し実行させる施工部隊」である3）。

2.2．経営管理の近代化と経営企画部門の源流

　第二次世界大戦後，日本の経営管理の近代化の必要性が盛んに論じられた。特に重要な議論

として，通商産業省産業合理化審議会による「企業経営における内部統制の大綱」4）がある。

そこでは，企業に対して内部統制組織を整備確立する必要性を指摘している。この時期，朝鮮

戦争を契機とした展開から，日本の鉱工業生産は 1951年 10月に戦前の水準にまでなり，企業

の管理体制の整備が強く求められ，米国式の企業経営や人事管理，会計制度の導入などが求め

られたのである。その背景には，公認会計士による強制監査の実施を目前に控えていたことも

ある。これらは，企業の経営合理化の促進にとって極めて重要であるが，その実施には実務に

あたる専門家の養成が急務であり，その指導や推進のためにはマネジメント・コンサルタント

制度の確立も必要とされている。

　この「大綱」は，内部統制の意義，内部統制組織の必要，内部統制組織の諸条件，内部統制

の実施，内部統制の組織図からなっている。まず，内部統制の意義については「内部統制と

は，企業の最高方策に基づいて経営者が企業の全体的観点から執行行動を計画し，その実施を

調整し，かつ実績を評価することであり，これらを計算的統制の方法によって行うものである

と」5）と定義している。そして，その計算的統制とは「執行活動の計画の樹立，実施の調整お

よび実績の評価を計算制度に立脚して行う事であり，このためにはあらかじめ企業において統

一ある計算制度を確立しておかねばならない」6）。そして，「組織として近代的大規模な企業に

おいては内部統制の遂行を補佐するために，それを専門的に担当する独立した強力な機関を設

置しておくのが望ましい」とし，「これらの企業における内部統制の実施するには必要なあら

ゆる方法，手続および組織の全体を内部統制組織」7）としている。

　内部統制組織の必要については，企業規模の拡大，経営内容の複雑化，経営者にとっても整

2）八田真資（2015）p.2.

3）2016年 3月 18日，大光電機社長の前芝辰二氏へのインタビュー。大光電機は女性活用で業績を伸ばしてい
る。従業員数 792名の内 40%が女性。同社の女性従業員の子育ての復帰率は 100%。女性従業員の増加に比
例し業績も伸ばしている。女性の能力を引き出す人事制度設計を支えているのは前芝社長の強いリーダーシッ
プと社長の描く設計が企画部門によって設計図として見事に描かれ，実行部隊が策定された政策を実行して
いる点にある。前芝辰二（2015）参照。

4）通商産業省産業合理化審議会・一般部会財務管理分科会（1951）。
5）同上，p.238.

6）同上，p.238.

7）通商産業省産業合理化審議会・一般部会財務管理分科会（1951）。p.238.
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備された内部統制組織を基礎とした円滑で合理的な企業運営の必要性，我が国経済にとっての

有用性，（当時の）商法改正によって株式会社に取締役会制度の導入による関連必要性，外部

監査制度の導入による企業全体の受入れ体制のためなどによるとしている。

　内部統制組織の諸条件については，内部統制の実施のために独立した統制部門を編成するこ

と，そしてここに内部統制機能を専門的に担当させる。執行部門から完全に独立させることで

執行部門に対する実施計画を適正にし，記録の粉飾を防止できる。しかしながら，執行部との

十分な連絡を欠かさないようにするため体系ある内部報告書制度を確立させ，記録を通じて正

確かつ迅速な連絡を維持することの必要性も訴えている。そして統制部門のうちに企業のコン

トローラー制度を確立させる。コントローラーとは，企業における上層部の経営管理担当者で

あって，特に計算制度による統制的機能の専門担当者として，当時アメリカ企業では広く一般

化し発展されてきたものである。

　コントローラー部は，実施計画の樹立調整，能率の判定をする予算課，実績の記録および計

算を担当する会計課，計画樹立に必要な資料収集担当の統計課，実績の監査をする監査課から

なる。そしてこの部署のコントローラーは，少なくとも常務取締役，できれば副社長とし，全

体としてコントローラー部としての独立性と権威を有することが望まれる。そして経理部との

分掌については，予算，決算，原価計算，など計算統制的機能は財務執行部門から分離独立さ

せる一方で資本調達，資本運用，現金収支の実施は財務部門が行う。このようにして，経理部

の諸機能を計算統制的機能と財務執行機能的機能に分けて担当者を明確化する。このように各

部門の責任と権限は明確化され，また，権限移譲されている。加えて，企業の最高経営者およ

び各執行部門の上層管理者の正しい理解を得ることも必要であるとしている。

　内部統制の実施については，「内部統制はこれを有効に遂行し得る十分な能力経験を有する

者に担当させなければならない」8）として，その能力要件は，「内部統制の遂行に必要な知識，

能力および経験などの資格条件を決定し，それに適合した資格を備えているものを選任する」9）

とある。そのための教育，転任，交替を行う。内部統制部門はその企業における最高経営者を

補佐するものであるから，その担当者は企業の全般に関する見通しと十分な見識を有する有能

者であることを求めている10）。

　以上がこの大綱の要旨であるが，時の企業経営の合理化，高度化ニーズを受けて答申された

ものである。古川（1953）は，この結論に達するまでには，過去の商工省時代の臨時産業合理

化局財務管理委員会の業績の調査を経て，さらに進んで内部監査，経営監査の研究を経てきた

ものであると述べている11）。本大綱の発表を契機として，我が国の産業界，学会において活発

な実施と研究が求められていった。その意味において，当時の内部統制体制のニーズは，コン

8）同上，p.242.

9）同上，p.242.

10）実施方法については基準とすべき実施手続きを定めなければならない。内部統制の実施手続きは予算手続，
統計手続，会計手続，監査手続から構成され内部統制組織とともに有効に機能せねばならない。

11）古川栄一（1953）p.401.
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トローラー部という形を経て，現在の企業の経営企画部部門の源流となったものである。

2.3．経営企画部門の成立の経緯

　経営企画部門の成立の経緯を考える際に，重要なことは，コントローラー制度との関係性で

ある。それはアメリカ企業のコントローラー制度を我が国に導入しようとする動きを契機とし

たものであったからである（石川，2014）。

　内部統制を「企業の最高方策に基づいて，経営者が企業の全体的観点から執行活動を計画

し，実施を調整し，かつ実績を評価することであり，これらを計算的統制の方法によって行う

ものである」12）としている。これは，企業を円滑かつ合理的に運営するために，計算制度を主

体としたコントローラー制度を導入することを説いたものである。経理部の機能を計算的機能

と財務的機能とに区分する必要性を主張し，経理部は財務機能のみの財務部とし，「コント

ローラー部」の下に位置づけさせ，予算課，会計課，統計課をその位置に位置づけさせてい

る。

　「大綱」では，コントローラー部に会計機能を付与し，ラインとスタッフを明確に区分する

ためのラインである財務を切り離すべきであること，内部統制の内容は予算統制であり，会計

機能が不可欠であったことを指摘している。しかしながら，当時は間接金融の最盛期であり資

金調達を大きな任務としていた経理部から切り離し，コントローラー部への会計機能の付与は

受け入れられなかった。アメリカ企業のようなコントローラーには未だギャップがあったとさ

れる。内部統制実施に必要な機能として，予算統制，標準原価管理，監査を挙げながら，監査

については監査役以上の機能は不要であると指摘し，内部統制導入は結局，予算統制などをど

の程度に実施するかの構想を考えればよいとした13）。

　内部統制手続要領では，財務部の下に資金課，買掛課，投資課，売掛課を置き，会計課はコ

ントローラー部の下に置き，計画の場として常務会制度を置くこととなった。コントローラー

部は常務会を通して社長を補佐する部門と位置づけることで，コントローラー部の計画機能を

明示しようとした14）。

　この常務会制度が普及することとなり，この事務局として企画統制スタッフとしての経営企

画部門が定着したのである。並行して経理部門は財務機能と会計機能を併せ持つようになっ

た。このようにコントローラー機能としては，経営企画部門と経理部門とが並存し分担しなが

らコントローラー機能を果たしていく方向性が生まれた。なお，この常務会制度は，つい最近

まで多くの企業において運用されてきた。

　コントローラー部門の基本機能は，「測定」「計画」「方向づけ」である。このうちの「測定」

機能は経理部が，「計画」「方向づけ」は経営企画部門が対応するようになった。わが国では財

12）通商産業省産業合理化審議会（1951）p.405.

13）同上，pp.403-411.

14）通商産業省産業合理化審議会（1953）p.403.
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務会計機能を持たず，常務会事務局と予算管理を担当する疑似コントローラーとしての経営企

画部門が成立した。

　その後，設置された経営企画部門は，技術イノベーションに伴う経営イノベーションが求め

られる 1960年代に入り，長期経営計画の必要性，長期設備投資計画の必要性，利益計画の必

要性などから計画型スタッフのニーズが高まり，長期経営計画を策定し，経営戦略を手掛ける

コントローラー部門である経営企画部門がわが国に定着していったのである。

2.4．日米の経営企画部門研究の変遷と相違

　近代的経営管理研究は米国大企業での実際運営の事例研究がベースとなっているが，経営企

画部門研究においても同様である。米国では近代的経営管理の実際的要求に基づいて米国大企

業において発展したのがコントローラー制度である。コントローラー制度は米国企業に取り入

れられ近代的経営管理の中核的機関となっている15）。

　経営をコントロールする仕組みは，組織戦略の実行を確実にするための仕組みである16）。組

織戦略を実行管理する担い手はコントローラーということになるが，まず，コントローラーと

は辞書では「管理者，監督者，制御」の意味である17）。米国においては，コントローラーと言

われているが，計算的統制者として，会計における管理機能の専門的遂行者であるという意味

から，コンプトローラーの用語も同様に利用されていた。これは，1949年当時の調査で，米

国企業 143社のうち 122社がコンプトローラー，21社がコントローラーにしていたことが

ジャクソン（1949）の著書に記述されている18）。

　コンプトローラーは，辞書では「会計の検査官，会計監査」19）とある。この表現は，企業会

計的要素が色濃く出ている。ジャクソン（1949）は，コンプトローラーの発展過程は，財務と

会計の関係においてその役割と機能が名称とともに変遷していると記している。その変遷の事

例として紹介されているが，ある企業は，1907年財務事務所において会計機能を超えて“chief 

accounting officer”（主任会計事務官）がおかれた。その後小さな変化があり，1912年“general 

auditor”（一般監査役），1944年に“comptroller”となっていく20）。また，別の企業では，1883

年にその役割が創られ，1909年“auditor and comptroller”（監査役兼監査官）となり，1944年

には“comptroller”（監査官）となっている21）。

　いずれの企業においても，会計的な“auditor”から“comptroller”に変遷している。当初機

能面では会計的側面を強く帯びている。しかしながら，ジャクソン（1949）は，この部門の役

15）古川栄一（1966）p.277.

16）Charles H. Brandon, Ralph E. Drtina（1997）p.506.

17）オーレックス英和辞典第 2版（2014）。
18）J.H. Jackson（1949）p13.

19）オーレックス英和辞典第 2版（2014）。
20）J.H. Jackson（1949）p13.

21）J.H. Jackson（1949）p13.
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割機能は会計，監査，税務機能，また会計のチェックとバランスだけでなく，経営の成功の為

の支出，コスト，利益などのコントロールの強化であるとしている。これがのちにコントロー

ルという考え方に繋がる。

　マクドナルド（1949）は理論と実際を埋める目的で実在企業の経営者によって著を編纂し

た。ここでは経営者とコントロール制度，コントローラーの必要性など経営管理の考え方の原

点が書かれている。つまり，コントローラーの取り扱う基本的な問題を扱っている22）。つい

で，経営企画とコントロールの諸問題を分析するためにアンソニー（1965）では，その後の経

営管理論の基本である，企業経営の合理化，能率化を推進する近代的な武器としてコントロー

ラー制度について論じている。それをマネジメント・コントロールとして紹介している23）。

　米国企業では，コントローラー制度が重要化し，その組織的地位が与えられてきた背景は，

その担当する管理機能が有効に遂行されてきているからである。米国企業では，いわゆる管理

会計とコントローラー機能の重要性と不可分の関係にある。コントローラーの機能について

は，マッキンゼーは「標準および記録機能」（the standards and records function）とし，その機

能の設定，実施および利用の責任担当者がコントローラーであって，それは経営者の責任であ

るとされている。その意味ではコントローラーは，その担当する機能の点からは，日本の監査

役のように，トップマネジメントの経営管理の遂行に対して，会計監査やお目付け役といった

ものではない。むしろトップマネジメントに所属しているものであって，その特異の機能に即

した一種の経営管理の担当者である24）。

　コントローラー制度が企業の大規模化によって，文書部長や財務部長の担当していた経営管

理機能，管理会計機能による経営管理機能が分離独立するに至った経緯があり，そのなかで会

計監査機能が強いコンプトローラーから，管理会計機能，しいては経営管理的機能が強いコン

トローラーに推移変遷した。

　この機能の点については，現在においては，一般的な経理・財務担当役員と違う CFO（Chief 

Financial Officer）として認知されている。CFOは言うまでもなく最高財務責任者と訳される

が，「企業価値向上のために，CEO（Chief Executive Officer：最高経営責任査者）の経営戦略

策定および執行を，主に財務面から支える最高責任者」といえる。CEOが CFOに求めている

のは，計数的管理を通じて企業を十分に理解していることであり，これこそが CFOの CEOに

対する補完性となっている25）。

　CFOの機能については，デイビット・レオ（1961）は，端的にこう述べている。それは，

マネジメントの座標軸を立てること，オペレーションプランや標準業務に対して業績を計測す

ること，ビジネスと政策の効果と有効性について計測し報告すること，諸官公庁への報告をす

22）マクドナルド., J.H.［江村稔訳］（1952）。
23）アンソニー., R.N.［高橋吉之助訳］（1968）。
24）古川栄一（1961）p.290.

25）有限責任あずさ監査法人 / KPMG（2012）。
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ること，外部環境の影響に基づきビジネス業績の達成状況を評価報告すること，内部統制を含

む事業資産の保護に対応することである26）。

　そして，CFOは経営管理機能だけでなく経営そのものに関与する機能に重点が置かれてい

る。つまり，現在の CFOの役割機能は事業環境の変化に対応して従来のコントロールの強化

中心から，さらに一歩進んだビジョンが示されている。それは CFOが，財務の仕事を改善す

るために，これまでのビジョンが「目標，測定基準の数を増やしコントロールを強化する」で

あったとすると，「目標，測定基準の数を減らしコントロールを緩和する」ビジョンとなり，

「財務，経理の専門能力を向上させる」からは「ビジネスの分析力を向上させる」，「トップダ

ウンの計画立案やコントロールを強化する」からは「現場のマネージャーがいろいろな出来事

に対処できるように対応力を強化する」，「厳しい予算を作ってコスト管理をする」からは「付

加価値を生まないコストを排除する」，「責任をはっきりさせるために業績測定を行う」からは

「学習と業績向上を目的に測定する」，「仕事の手順を整えてリスクを管理する」からは「能力

を引き上げることでリスクを管理する」など，ビジョンは実行と責任は現場に持たせる方向性

に変わってきているのである。現場は自己で判断する自律性が求められてきている。言わば

「統制から自律への移行」ともいえる27）。

　企業を取り巻く環境変化は激しく，一律な統制管理はできなくなってきており，「理想の

CFOおよび財務部門は調整業務に時間を割くのでなく組織において将来的に何が起こるかど

うかを予測し，資源の最適配分が最重要のビジネスチャンスに投下されているか確認し，企業

運営が厳しくコントロールされ，きちんとしたプロセスを踏んで進められているかどうかを確

かめることに重要性を置いている。」となってきたため，現在のコントローラーである CFOも

役割機能が変化していることがわかる28）。

　次に，日本の企業であるが，内部統制組織の整備に関連してコントローラー制度の導入が重

要となった。つまり，その名称もそのまま用いられなくても，それと同様の機能を遂行するも

のとして，経営管理的視点から，統制室，社長室，調査室，経営調査室，統計課，あるいは管

理部，考査部，査業部などの名称によりコントローラー制度の確立を目指していた。そして，

コントローラー部を既に設置し，または将来設置しようとしている会社が多いことから，日本

でもコントローラー制度の重要性が認識されているとしている。

　日本においては，組織定着の順序から分析している研究は，高宮（1960a）と高宮（1960b）

がある。ここでは，会社における組織形成は，順序として営業や生産の遂行部門の設置，経理

や人事などの専門スタッフ部門の設置，これに次いで全社経営管理職能業務スタッフとして経

営企画部門が設置強化されてきた。こうした中でわが国において戦略の策定やこれに伴う戦略

26）David R. Anderson, CPA and Leo A. Schmidt, CPA（1961）p11.

27）Jeremy Hope（2006）p.30.

28）Jeremy Hope（2006）．
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経営システムの運用における経営企画部門の役割が定着してきた29）。

　山城章監修・企業研究会編（1967）によれば，1965年当時のわが国製造業の経営企画部門

の詳細が記載されている。そこでは，1965年当時からの経営企画部または企画室，管理部と

いうゼネラル・スタッフがおかれた体制となってきたことがわかる30）。

　日米比較では，宮川（1982）の研究があるが，日米のゼネラル・スタッフあるいは全社企画

部門の比較において機能と役割についての差はない。構成する人員についても少数であり共通

している。部門の基本的な動向が類似している点としては，ゼネラル・スタッフに対して企業

戦略策定への役割付与，販売商品の市場の選択や製品に関する意思決定，多角化や新事業への

進出，撤退といったものとなる。これらはいずれも長期的経営計画に関わりを持っている31）。

　ゼネラル・スタッフは，企業戦略と関連して将来予測を策定し，企業の将来課題に取り組む

という役割を持っている。また，ゼネラル・スタッフは現業事業部門との関係性強化と精通化

が要求されている。以上のような，ゼネラル・スタッフが期待されている機能と役割は新しい

ものでなく過去から存在していたものである。日米においてもその点は変わらない。日米それ

ぞれにおいて，重点の変化は見られるものの，両国ともゼネラル・スタッフの資質や専門的能

力に新たな資質を求められている32）。

2.5．企業組織における経営企画部門の位置づけ

　現在の企業の経営企画部門は社会全体の枠組みや環境の変化に対応して，自社の方向性や事

業分野，事業そのものについて策定し，姿を見せていく役割を持つ。そのため企業内の位置づ

けは，事業自体を遂行している営業部門や管理機能だけの業務遂行部署では，目下の仕事に追

われて中長期的な思考があまりできないため，独立した位置づけとなる。多面的な見方や一方

で手元の業況，次代の新たな方向性など常に企業内にあって第三者的な目線を持つことが求め

られる。従って，組織内にあっても営業部門などとは一線を画した組織である。

　社内的位置づけは，大きく 3つに分類される。丹羽（2004）によると，ゼネラル・スタッフ

型，管理スタッフ型，私的スタッフ型である33）。つまり，ゼネラル・スタッフ型は事業部門と

管理部門の課題を現場感覚で熟知し主要課題の優先付と全社の課題実行を任務としている。こ

のような経営企画部門は中堅企業より規模の大きい企業で役員を専属化してトップダウンを志

29）高宮晋（1960a），高宮晋（1960b）。
30）ゼネラル・スタッフとは，もともと軍隊用語であり，トップマネジメントの管理スタッフを指称する言葉で
ある。軍隊のゼネラル・スタッフは参謀本部と呼ばれ，人事，情報，作戦，補給のスタッフからなり，参謀
部長により統率されている。情報スタッフにより情報が蒐集され，作戦計画と人事計画と補給計画がたてら
れる。それらが統合されて軍事遂行の全体的計画が設定されることになる。この専門スタッフは，専門的に
特化するだけでなく，軍司令官の軍事遂行の計画に直接に助言する立場にあり，軍全体の総合的な軍事計画
を補佐・助言しているのである。つまり，ゼネラル・スタッフ活動はその活動が全般的であるところが特色
である。高宮（1960a）pp.17-18.

31）宮川公男（1982）pp.30-41.

32）同上，pp.30-41.

33）丹羽哲夫（2004）pp.24-27.
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向していない企業に多く見られる34）。

　管理スタッフ型は，課題については一応の理解はしているが，現場と意識の乖離がどうして

も生じる。そのため経営コンサルタントの導入や外部意見を聞くことがあるが，現場感覚との

軋轢さえ生むことがある。しかしながら，中央官庁型，書記局型タイプは，中期計画と実績の

差異追求や外部環境や法的検証など内部統制機能を強く持っており大企業に多いタイプであ

る。組織としては管理統制を強く敷く中央官庁型と書記局型とは取締役会の事務局機能を持

ち，独自の動きというよりは牽制，調整機能と取締役会の議事伝達という役割が大きい 35）。

　最後の私的スタッフ型とは，全体的な課題（他企業の買収や，グループの企業の合併や売

却，新規事業や他企業との提携など），トップマターの企画や整備を役割とする。この場合，

このスタッフは重要課題の一次的な処理を任務としており，具体的に進捗させるのは特別に編

成されたプロジェクトチームとなるが，その人選や組織組成には大きな権限と役割を持つ。そ

の意味では，トップから信頼された人物が担うこととなり，将来幹部になる要素が大きくいわ

ゆるエリート集団となる。また，会長や社長の秘書的な役割も持つため経営者の直属機関とな

る場合が多い。いわゆる特務機能型である36）。

　以上のように，経営企画部門は社内での位置づけにおいても，その企業の規模や組織の性格

により大きく 3つに分かれる。では次にその経営企画部門の機能についてみる。

　経営企画部門の源流であるゼネラル・スタッフについての研究としては，高宮（1960a）が

知られている。ゼネラル・スタッフは，その活動が全般的であることが特色である。企業経営

においては，管理スタッフと専門スタッフに大別され，管理スタッフは本社における管理活

動，つまり計画，組織，調整，統制に関して助言する管理的なスタッフ活動である。専門ス

タッフは専門的技術に関して司令官やラインの戦闘部隊に準じる情報，人事，作戦，補給にあ

たり，それぞれの専門分野を持ち専門技術の上に立っているが，その職能は専門技術に関する

助言ではなく，軍司令官にあたるゼネラル・スタッフの事業経営の遂行に直接助言する点にあ

る。また，企業活動においては，部長以上がゼネラル・スタッフ的活動を経営会議という形で

組織化する。そして経営会議がフルタイムに担当するスタッフを置き始めたのが常務会とな

り，常務はゼネラル・スタッフとなる37）。

　このゼネラル・スタッフは社長の直属となり，フルタイムで活動に従事し常務会のスタッフ

となる。この純粋なゼネラルは・スタッフは，わが国企業では企画部，企画室，管理部，管理

室，または社長室となるのである。純粋なゼネラル・スタッフは経営の基本的全般的問題に関

して直接の助言することを中心の機能とするものである。そしてこの経営管理の部面は，計

画，組織，調整，動機づけ，統制の過程を描き，純粋なゼネラル・スタッフ的活動となる38）。

34）同上，p.23.

35）丹羽哲夫（2004）p.23.

36）同上，p.23.

37）高宮晋（1960a）pp.22-24.

38）同上，pp.24-25.
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3．経営企画部門の機能と役割

　経営企画部門が役割を果たすうえで重要なことは，まず戦略的な思考を持つことである。戦

略的な思考とは経営目標を達成するために必要な認識であり，質の高い意思決定をしていくう

えで必要なアプローチである。ここでは，先に戦略的な思考の基本を抑えた後，機能と役割に

ついて，企業経営の実態に即しながら述べていく。なお，現在の経営企画部門の機能と役割に

関する学術研究はたいへん少ないことから，以下の論考は経営企画部門関連の実務書 39）を参

考にすると同時に，商社（売上約 620億円）の取締役兼専務執行役員として経営管理全般を所

管している現在の筆者の実務経験を踏まえたものである。

3.1．戦略的思考の基本

　経営戦略とは将来のビジョンの実現に向けて，企業または各部門の目標を達成するため，資

源配分を含む独自の活動の方向性や具体策を立てることである。まず，実現には戦略的な思考

が必要であり，戦略的な思考が企業行動の方向性を決定づける大切なものとなる。

　戦略的な思考の基本ポイントは，3つあるといわれる。まずは外部認識，次に内部認識，最

後に意思決定である40）。基本ポイントの 1つ目の外部認識であるが，経済や社会環境，顧客や

競合他社の動向や変化など経営活動に関係のある環境の変化に敏感になり，その状況を的確に

とらえることとなる。つまりは「事実」をしっかり認識することが必要である。事実は顧客が

どこに価値を見出しているのかであり，事実からリスクと機会を発見することになる。

　基本ポイントの 2つ目の内部認識とは，外部認識だけでなく組織内部の状況をしっかり認識

する必要がある。内部を充実させ活動の方向性を整えることで戦略の発揮ができることとな

る。

　基本ポイントの 3つ目は意思決定である。外部環境の認識，内部の強みを蓄積する重要性の

認識をしただけでは十分ではない。最終的に活動の方向性を意思決定し，的確に経営資源の配

分をしていかなければならない。限られた資源を重要な活動に集中させていくことが必要であ

る。経営企画部門はこうした戦略的な思考を絶えず持っていることが必要である。

3.2．経営企画部門の機能

　経営企画部門の機能を考えるとき，企業活動は企業の対内的な側面からと企業の対外的な側

面といった両側面があることから，それぞれを分けて考えてみる。

39）中村和己（2014），丹羽哲夫（2004），丹羽哲夫（2010），八田真資（2015）。
40）2016年 5月 20日，富士ゼロックス総合教育研究所講師の飯塚圭介氏と中山和也氏へのヒアリング。
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3.2.1　経営企画部門の対内的機能

　経営企画部門の対内的機能は，経営を補佐するグループ統括的な推進機能，全社的な管理統

括としての機能，特命事項推進機能の 3つがあると言われている41）。経営を補佐するグループ

統括的な推進機能としては，グループ戦略の企画立案，中期事業計画の策定，予算計画の策定

と管理，戦略的法務，戦略的人事，企業価値向上に資する IRおよび資本政策がこれにあたる。

まさに経営的な課題であり，企業の存立にかかわる分野を担う。

　この分野は，経営者が単独で実行できるものではなく，複数の専属社員が時には外部コンサ

ルタントや弁護士，税務専門家，会計士など専門家の協力も得ながら実行や判断を行う事が必

要である。特に対内的機能である活動ではあるが，対外的な交渉や調整，意見聴取，管理する

諸官庁との調整なども念頭に置いて，対内的な推進機能を果たさねばならない。とにかく，革

新的な行動を起こすときに反動が多いのは対外的にというよりも，対内的に多くのエネルギー

が必要となる。現状維持や既得権を主張する保守派はどこの組織にもあり，改革や革新をはか

る推進は経営企画部門の運営者にかかっている。企業の変革には，構造を変える，プロセスを

変える，コストを見直す，企業文化を変えることであると言われる42）。これらは，既得権益や

既得勢力がある中での変革行為となるために，相当な反動や反対が想定される。これらを跳ね

返し，変革を進めていくためには，周到な準備，とりわけ危機感の発露がなければ成功はしな

い。経営企画部門は強い意志を持って，経営者を補佐し，グループ全体を経営的な見地で遂行

しなければならない。

　次に管理統括としての機能は，決定された経営方針に対して，予算計画の統括，実績管理，

グループの財務や税務上の運用，与信管理，企業法務などの統括管理，会議体における重要な

議案の統括など，各事業部の抱える問題を管轄する業務である。経営計画を実際に遂行してい

く業務である。これは経営企画部門が直接実行していく場合もあれば，プロジェクトチームや

執行部門が行う場合があるが，統括管理責任は経営管理部門にある。つまり，その企画が事業

化されるまでは，経営企画部門が所管であり，責任部署である。

　特命事項推進機能とは，合併，事業部門の統廃合，コンプライアンス事案，不祥事案や各種

事故の初期対応，戦略的M&A，組織再編，新規事業の発掘・育成などである。これらは経営

トップの推進事項であり，進捗状況は役員会や経営会議で報告される。高度な資本政策もこの

範疇に入る。特命事項は，その初期対応に成否が分かれることがあり，高度な判断が要求され

る。特にリスク対応は，別に総務部や内部監査部，コンプライアンス統括部など他の対応部署

もあり，その初期対応の担当主管部署の判断が分かれる。

　企業の経営は，将来行動への対応だけでなく，現在のリスク事象に対して対応し，行動して

いくことが求められている。つまり，リスクは企業経営に関わる重大事であり，経営企画部門

は強い関心を持つことが必要である。経営企画部門は考えられる限りの経営リスク事項に関し

41）八田真資（2015）pp.5-6.

42）カッツ., R［石原薫訳］（2003）。
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て注視し対応していく責務がある。また，特命事項対応の一環として，リスク対応を捉えてみ

ると，新たにリスク対応という対内的機能を認識し役割としても設けることが必要である。こ

れについては，後述の経営企画部門の役割において検討する。

3.2.2　経営企画部門の対外的機能

　経営企画部門の対外的機能は，当該企業外への対外的コミュニケーションとして考える。具

体的には，折衝窓口としての機能として，提携先の選定や，提携メリットやデメリットの精

査，企業価値向上の試算，提携契約書の作成，具体的提携内容の折衝，買収先企業の人事など

も折衝する。また，財務戦略や資本政策といった経営的，財務的課題にも役割を持つが，専門

的知識も必要であり，財務部門に任せるケースもある。

　経営企画部門の重要な任務として，株主総会の運営や IR機能がある。自社の経営計画を十

分に説明し，ステークホルダーや投資家に内容を理解させ継続して投資を呼びかけることが必

要である。異業種企業や金融機関や研究機関との情報交換を通じ，常に先端的な技術の発掘，

シンクタンク機能を発揮もせねばならない。経営企画部門は，企業の投資価値を判断する投資

家への対応が対外的機能として最重要であり，日頃からの経営行動に対して緻密な統制行動を

とることにより，自らの経営計画の実行状況を把握し，どんな事象であっても対外的な説明が

できるようにしなければならない。

　この意味において，経営企画部門の対外的機能の一つには，自社の経営行動，財務活動，社

会的行動，コンプライアンスや事故などへの対応についての対外的な折衝と交渉能力が求めら

れる。そのための対外的な組織への対応能力も求められる。これらが総じて経営企画部門の対

外的な機能である。

3.3．経営企画部門の役割

　次に，経営企画部門の役割についてみてみる。役割は必要な機能から発露したものである

が，機能としてだけあっても，役割として実際に発揮されなければ意味がない。ここでは，経

営企画部門の役割についてみるが，一般的な役割に加え，果たすべき役割の観点からも述べる

こととする。

3.3.1　経営計画の策定

　経営企画部門での重要な業務は中長期経営計画の策定である。では，中長期経営計画が策定

される目的とはどんなものか。新経営陣が現状の分析や現状の課題，今後の方向性などを検証

する場合や中長期経営計画を策定し新たな経営を始めようとする時に必要となる。また，新規

事業の際の投資，計画の策定，M&Aやプラットホームの策定，IR，資金調達などがある。社

内のプロジェクトとして推進，ジュニアボードとして推進などボトムアップして策定する方法

と，役員が合宿して推進など経営者の指揮のもとトップダウンで推進する方法がある。



40 立命館ビジネスジャーナル（Vol. 11）

　手順としては，自社の置かれている現在の環境と将来環境を予測し，市場を分析し，各事業

部門の増販や減販を加味した売上利益の見込を分析し，自社の経営方針を立案し，経営計画を

策定する。ここでは，事業分野を特定し，事業分野ごとの事業計画をまとめる。その後，機能

戦略を策定していく。

　機能別戦略の策定は，業種により多少異なる。メーカーはマーケティング，生産，仕入，ロ

ジスティックス，研究開発，組織，人事，財務，情報となる。小売り，外食，中食企業は，営

業，商品企画，仕入，ロジスティックス，店舗開発，（新業態開発，新店，S&B）となる。卸

売，サービス企業は，営業，商品企画，仕入，ロジスティックス，リテイルサポート，組織，

人事，財務，情報となる。

　このように，各部門毎にも策定することになるが，執行予算を伴う場合が多く，財務的な調

整は経営管理部や財務部と行う必要が出てくる。経営計画は経営企画部門が策定するが，機能

戦略はその経営計画を各事業部の課題に照らし合わせて，各事業部が戦略を策定する。時とし

て単独では解決できない課題もあり，各部との調整や合同での検証も必要となる。また，事業

部間での重要度，優先度があるため，経営企画部門による調整が欠かせない。

　中長期経営計画が立てられた後の，経営目標未達を防ぐための軌道修正，進捗管理を行う必

要がある。ここでの管理内容は，中長期経営計画の進捗管理と実績との対比，年度予算との対

比，企業グループの管理と運営の効率化，調整となる。

3.3.2　中期経営計画の進捗管理

　進捗管理状況は速やかに経営会議などに報告するだけでなく，その対策の明示，少なくとも

各部への指示準備まで行う必要がある。中期経営計画の進捗管理上で重要なことは，目標どお

りに数字が達成していれば良いという，単に数字や目標の管理だけではない。このままの事業

構造で良いのか，構造面の改革が必要でないか，常に検討していくことが必要である。現在は

環境の変化が著しく，また世界情勢や株価，為替，法制度の改定など後発事象による変化が著

しいため，急激な業況劣化も十分に考えられるのである。特に各事業部門においての将来性は

先読みをしていかなければならない。また，こうした兆候は現実の実績数値や顧客動向に先行

して見受けられることもあり，早期に情報を収集し，分析して手を打たなければならない。さ

らには，中長期経営計画の進捗をみながら，現在の経営手法の限界を見極め新経営手法の開発

と導入を図ることも不可欠である。

　構造面での視点である事業構造についての検討は，各部門の損益構造の分析（事業部門ごと

の損益分岐点分析）43）や顧客構造の分析（伸びている業態や企業にシフトしているか，商品特

43）事業部門の損益分岐点分析とは，事業所毎の売上高と固定費から損益分岐点比率を算出し比率状況で事業
所の存立の方向性を判断する。事業所毎の損益分岐点を例えば，80%以下，100%，120%以上など 3段階に
分類する。80%以下は優良であり投資を進めるべき事業所，100%は利益が出ていないため固定費の削減や利
益率の高い商品群の強化の実施，120%以上は事業所の統廃合を含め経営判断を要する事業所といったように
事業所判断を行う。
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性に合致した顧客構造か，赤字の顧客を減らしているか），商品構造の分析（新商品の売上比

率は増えているかどうか，商品の品目数を絞り込めているかどうか，自社ブランドの商品は強

化されているかどうか），開発・生産構造の分析（新商品のヒット率は高まっているか，開発

期間やリードタイムは短縮しているか，世界から最適品質，最小コストで調達しているか），

流通構造の分析（伸びている流通チャネルに転換しているか，直接取引の比率は上がっている

かどうか，電子取引は浸透しているか）などが考えられる。

　年度予算との対比では，通常の予算管理に加えて，重要な変化と項目の把握が重要である。

変化要因は，商品のライフサイクル，新規参入，シェアの増減，競合他社の戦略変更などがあ

る。このような重要項目の変更は，主要な原因とともに各部へ連絡される。各部はその指示に

基づき子細な生産計画や販売計画の変更を実行する。

　グループ企業の管理と運営の効率化については，グループ企業の位置づけにより，各企業の

事業運営を評価する。各企業の投資の増加，負債の処理など中長期計画に反映させる。グルー

プ間での損失対応も検討するなどスピード感を持ち対処することが求められる。

　トップのサポートでは，意思決定の支援，役員間のコミュニケーションの円滑化，企業グ

ループの進度管理と言った役割である。意思決定の支援とは，判断にあたっての情報収集，特

命事項，事務レベルの交渉などを具体的に処理することであり，トップの負担を可能な限り軽

減することにある。

3.3.3　戦略実行のための組織体制の構築と人材マネジメント視点

　戦略を実行するための組織体制の構築作業がある。組織体制の課題は大きく 3つに分類され

る。組織構造と機能，人と組織，新陳代謝・体質改善である。組織は戦略に従うのとおり，戦

略の実現には組織編成が重要なことは言うまでもない。組織編成は，環境変化，業況の変化，

戦略の変化，人材の変化に応じて臨機応変に変更させていく必要がある。特に戦略の遂行状況

と人材の不一致が認められた場合は人事異動を含め即座に対応していかなければならない。

　組織構造については，企業グループ全体の設計がある。グループではホールディング持株会

社，カンパニー制，分社制，企業内では事業部制などである。また，委員会設置会社，社外取

締役，執行役員制度など，グローバル化や企業戦略によって組織構造の在り方は大きく変わっ

てくる。組織構造については，企業規模により多種多様な選択肢もあり，また，内部統制との

関係性も強いが，ここでは詳細は割愛する。

　人と組織については，フローの人的資源管理の面と組織行動の面がある。人的資源管理とは

人という経営資源をとらえて企業と社員の関わりをインフロー，内部フロー，アウトフローの

人材フローで捉えて意思決定や管理する視点であり，いわゆる人事制度や評価，採用，異動，

退職がこれにあたる。組織行動とは，企業の生産性や業績に影響する個人，集団，の行動を捉

え意思決定，管理する視点であり，モチベーションやインセンティブ，リーダーシップ，組織

文化などがこれにあたる。
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　人と組織の関係においては，人事戦略をマネジメントシステムと捉えて組織や人材の質や

量，人材開発と定義づけるとすると，組織開発，組織変革につながることから，単なる機能戦

略ではなく経営戦略そのものになる。

　戦略を実行するのは人であり，本来，人的資源を把握すべきは人事部でなく，経営企画部門

であるべきである。ここに戦略的人事の実践という考え方があり，経営企画と人事戦略を統合

していくともいうべき戦略的人事という分野がある。

　また，次期マネジメントボードとして，社内の次期経営幹部を選抜し，自社の経営課題を部

門ごとに検討させる方法がある。項目は中長期のビジョン，販売戦略や物流，店舗，新規事

業，人事，内部統制，システムなど，現在の自社での課題を上げて，それぞれについてプロ

ジェクトを組成し，議論させる。3か月程度後にプロジェクト毎に発表させ，経営者への提言

とする。経営企画部門は，とりまとめをし，中長期経営計画の策定の際の方向性の一つの参考

としていく。具体的な手順としては，第 1ステップ（戦略視点），第 2ステップ（戦術視点），

第 3ステップ（財務指標への落し込み）である。ここでの経営企画部の役割は，ボトムアップ

で出てきた戦略と経営トップとの意向のずれの調整や，諸比率や目標値への置き換えなど，戦

略面の統合を主とした重要な役割を担うこととなる。

3.3.4　新規事業開発

　経営企画部門にとって次世代の事業，業態の開発も重要な業務であり，役割である。新規事

業や新業態の開発は業界の動向の変化や環境の変化などにより，自社の周辺業務や関連業務な

ど相関関係の高い分野への進出から全く新たな事業分野への進出など広範囲に及ぶ。いずれも

常にアンテナを張り自社の次の柱になる事業開発を仕掛ける必要がある。

　基本的な新規事業や次世代事業への移行は，当初は各事業分野の新規事業としてパイロット

的に始めさせ，軌道に乗ってきたときに人的資源，財務資源を投入し，一つの事業分野として

独立させる。その時のスピードは速やかに行い，タイミングを外さないようにしなければなら

ない。そうでないと，例えば技術の進歩により自社の技術が陳腐化し競争力を失ってしまう。

このような状況が起こるため，既存の技術の応用や新販路の開拓など，新事業の選択も含め速

やかにビジネススキームを検討する必要がある。

　新規事業への展開スタイルは以下のようなタイプがある。コア事業部に委託する，資本参加

する，社内ベンチャー，分社化・子会社化，M&A，新事業部設立，子会社・関連会社への委

託などである。

3.3.5　リスク対応

　石川（2014）によると，経営企画部門の業務の重要度と将来のあるべき姿との関与度合いに

ついては，現在の経営企画部門が主に関与している「戦略」「組織設計」「管理会計」は重要性

が認められており，概ね今後も現状程度の関与を示唆する結果であるが，関与度の低い「人的
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資源管理」「環境管理会計」「環境問題への対応」「サプライチェーンマネジメント」「品質問題

への対応」「顧客管理」といった項目は，現在の関与度に比べ重要であり，重要度に比して関

与度が低いと分析している44）。これらの業務については，それぞれ専門とする部署が存在する

が（中堅中小企業ではそれもない），経営企画部門としてはさらに積極的に関与すべきである

と考えられている。特に，昨今の事故やアクシデントからみても，専門部署にだけ任せていて

は企業の存続にかかわることもある45）。

　石川（2014）の調査においては，経営企画部門担当者のアンケートを基にしたこともあり，

現状維持を容認した内容となっており，経営企画部門は経営者のトップマネジメントの補佐的

部門であるといった経営者目線での回答とはなっていないと言わざるを得ない。従って，経営

者が求める経営企画部門であるとはいいがたい内容となっている。特に，リスク対応に関わる

となると，現在の経営に直接影響を及ぼすことになるなど，消極的な意見になっている。これ

らと対照的なのは，「グローバル経営」「取締役事務局を始めとした事務的管理業務」などは重

要ではあるが，関与の度合いは現状ほど高くなくてよいと考えている46）。この調査結果からわ

かることは，専門部署があっても経営的，戦略的な見地での必要な業務があり，その役割を経

営企画部門が担わなければならないことを示唆している。

3.4．小括

　企業における経営企画部門は，企業規模によって，その位置づけは変わっている。大企業で

の経営企画部門はビジョン・メイキングと戦略策定を担う組織であり，経営企画部門を担うメ

ンバーにとっては自己のキャリア形成の中の一部署であり，将来幹部への養成部署でもある。

これに対して，中堅企業以下では，経営者の腹心であり，トップマネジメントの補佐であり，

経営者のビジョンと経営戦略実現のための実働部隊である。いわば，ある意味で経営者の分身

である。

　経営企画部門の機能と役割を見る場合は，企業規模によりその役割期待や性格が大きく変わ

る。また，企業は成長していくものであり，経営企画部門も企業と共に成長もしくは機能の分

散，たとえば人事部への権限移行などが起こる。

　企業はトップ経営者により大きく，その存亡が委ねられるが，経営企画部門もまた，経営者

の意向や交代により，その権限や役割も変貌する。経営企画部門の機能も時に抑えられたり，

人事権や組織改廃権まで掌握するなど強化されることもある。

　経営企画部門は，企業規模，経営者のスタイル（創業者，生え抜き経営者，サラリーマン経

営者など）など企業の性格により細分化してみていく必要がある。しかしながら，企業の組織

44）石川真資（2014）pp.43-48.

45）2016年 4月の熊本地震における「サプライチェーン」の影響や，2016年 4月の「三菱自動車による燃費
データ改竄」など，単に内部統制機能の発揮では難しく，企業の経営戦略に取り込んでいかねば企業の存続
にかかわる重要事項である。

46）石川真資（2014）p.103.
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において普遍的に言えることは，経営者は一人ではビジョンと経営戦略の実現はできない。必

ず社内に経営者の意思を反映させ実現の絵姿を見せる部署が必要である。それが経営企画部門

であり，経営企画部門の機能と役割発揮そのものである。

　経営企画部門の機能と役割を検討する場合は，より細分化，または限定して検討していくこ

とが必要でもある。さらに，企業における企画機能といった機能論に絞り込んで検討していく

ことも，経営企画部門の機能と役割を研究していく場合には有効な手立てとなる。複眼的に観

察し経営企画部の実像に迫ることが重要である。

　各企業においては，必要に応じて経営企画部門が組成されている。しかしながら，現状の業

務内容で事足りているのか，他にもすべきことがあるのではないか，洩れやダブりがないの

か，経営にとってもっと効率的で生産的なことはないのかといった疑問を，経営企画部署は常

に抱えている。その際，本来の経営企画部門の機能と役割を経営者目線で再度考えることが重

要である。

4．おわりに

　企業の成長とともに，経営企画部門はコントローラー部から経営企画部へと名称を変えなが

ら，その役割を果たしてきた。江村（1952）にあるように，コントローラー部門の活動として

は，一般会計，工場原価計算，販売管理原価計算，予算，内部監査，納税申告と政府報告書，

事務，分析と解釈などを責任活動とし，方針と方向性を総合的に統制し企業の近代経営を志向

してきた47）。

　企業が隆盛を始めた当時，このコントローラー制度が事業経営上必要な機能であると認識さ

れ，近年の経営管理への発展したことからわかるように，コントローラー部門の変遷や当初の

目的や企図することを学ぶことは，現在の経営企画部門の役割と機能を知るうえで非常に有効

な手続きとなった。

　また，現在の大手企業での経営企画部門は少人数，数名規模であり，企業規模の大小を問わ

ず数名である。これは，大手企業は各事業部門に，企画要員を育成配置しており，本部に多く

の人員を多く置くのでなく本部機能としてはその程度の規模となっている（藤芳，1961）48）。

　現在はこの延長にあり経営管理部門の人材の育成と訓練，教育が重要視されている。このこ

とは既に，江村（1952）の中で「コントローラー課員の専任と訓練」「コントローラー教育」

として米国企業または大学研究者の研究がなされており，現在もこの重要性の認識は変わって

いない。むしろ，環境変化の激化，リスク対応への必要性からみても対応できる人材の育成は

さらに急務となってきている49）。

47）江村稔（1952）pp.1-12.

48）藤芳誠一（1961）pp.5-11.

49）江村稔（1952）pp.274-276.
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　現状の経営企画業務をこなすだけでなく，本来の経営企画部門の機能と役割を経営者目線で

再度考え，検討することが重要である。そして，今後の経営企画部門に必要なことは，このよ

うな経営企画部門の機能と役割を果たすことのできる組織と人材の育成である。特に人材につ

いては，単に仕事がわかるだけでなく先見性とリスク管理のセンスを持ち合わせねばならな

い。そのためのスキルとしては財務能力，法務知識は言うまでもなく，企業や社員の実態を把

握する洞察力や人間力も必要である。人材は，早期の段階から育成開発していく必要がある。

　これらも含めて経営企画部門の機能と役割に含まれるのである。これからの経営企画部門人

材は自ら社内外に人材を求め，または早期に発見し育成していくことも必要である。経営者，

トップマネジメントの補佐が担える人材の確保もまた経営企画部門の最大の役割であり責務で

ある。

　昨今はこう言った人材論まで含めて，経営企画部門の役割と機能に含まれてきている。その

意味においても，現在の米国優良企業の CFO研究も必要であると認識される。

　CFOの役割としては，財務や事業担当者といった現業部門の業務の緩和をしてやりマネー

ジャーとしての仕事に集中させてやることや，アナリストやアドバイザー役となること，変化

に適応できるようにマネジメント設計をしてやること，無駄のないプロセスやコスト構造への

変革，業績測定のリーダー役，リスク管理の達人役，業務の変革者であることなど，経営環

境，事業環境変化に対応した役割を持つことが求められている50）。

　これからの経営企画部門の機能と役割を考えていく時，当初のコンプトローラー，コント

ローラー制度の創設趣旨まで遡り，現在に至っては米国優良企業の CFO制度を検証参考とし

ていくことが必要であるように思われる。

　CFO傘下の経理・財務部門，または経営企画部門の役割や機能の関係を検証し，トップの

補佐だけでなく，事業や経営の将来管理的な役割と機能を担う部署としていくことが，今後の

経営企画部門の新しい役割と機能の方向性を示唆していると思われる。

50）Jeremy Hope（2006）．
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of the Management Planning Department
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Abstract:
A management strategy is formulated and implemented based on philosophies in 

business management.
In this report, I would like to first investigate the function and role of the corporate 

planning division in establishing a management strategy which takes on an important role.
In order to understand the essential features of modern business management, we must 

take into consideration preceding is studies surrounding business management after World 
War II.

Next it’s necessary to consider how the strategy is to be performed in reality.
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